
 

 

 

 

 

 

 

第６回今後の人材開発政策の在り方に関する研究会 

 

 

 

                                    日時 令和２年２月２０日(木) 

                                          １０：００～ 

                                    場所 中央労働委員会第６１２会議室(６階) 
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○武石座長 ただいまから第 6 回今後の人材開発政策の在り方に関する研究会を開催いた

します。本日の出欠状況ですけれども、藤村委員と吉川委員が御欠席となっております。

議事に入る前に、本日使用する資料につきまして事務局から説明をお願いいたします。 

○廣田政策担当参事官室長補佐 事務局から事務連絡をさせていただきます。今回の研究

会ですが、紙資料を用いての開催となっております。皆様の机上には、今回の研究会で使

用する資料の 1 から 4 まで、また、これまでの研究会の資料を紙ファイルにとじて配布し

ております。資料の不備や御不明な点、また説明者がどちらの資料を使っているか分から

ない等の御照会がございましたら、受付の職員にお声かけいただければと思います。 

○武石座長 ありがとうございます。それでは、本日の議事に入りたいと思います。まず、

これまでの研究会で出た主な御意見等につきまして、前回までに頂いた御質問に対する事

務局からの御回答、また、御議論いただきたい事項につきまして説明いただきます。その

後、リカレント教育の充実、及び多様な人材が活躍するための職業能力の開発について、

事務局から説明をお願いいたします。 

○廣田政策担当参事官室長補佐 それでは、まず資料 1 を御覧ください。これまでの研究

会における主な御意見として、前回、第 5 回に頂いた主な御意見について下線を引いてお

ります。前回が民間教育訓練機関の職業訓練サービスの質に関する議題でしたので、(2)

公的職業訓練について、具体的には 2 ページ目からになっております。下線を引いた項目

の 2 点目ですが、例えば民間教育訓練機関における訓練について、訓練科目により就職へ

の結び付きやすさが異なる。ニーズのないコースを作れば、就職率は下がっていくため調

整することはあり得るが、その際に、就職率だけで見ていくと重要なものを切り落としか

ねないのではないかといったことや、2 つ下になりますが、職業訓練サービスガイドライ

ン適合事業所認定制度について、これが民間教育訓練機関にとって重荷になっているので

はないか。負担感を少なくし、質の向上に取り組みやすくする仕組みを検討すべきではな

いか。また、適合事業所認定と研修との間に距離間があるため、ステップをきざみ改善に

取り組むことができる形にしてはどうかといったこと。 

 1 つ飛ばして、国が民間教育訓練機関に委託する訓練が、景気の動向に大きく左右され

る。民間教育訓練機関に良質な職業訓練サービスを持続的に提供してもらうためには、行

政と民間とのパートナーシップが重要であり、その上で常にサービスの質の改善に取り組

んでいただく必要があるといったこと。 

 次の項目からは e ラーニングになりますが、e ラーニングについて国や都道府県におい

ても進めていくべき。特に地方では e ラーニングの活用が必須。効果を上げるために、就

職という目標と動機付けをしながら学習管理を適切に行うことが重要であるといった御意

見のほか、e ラーニングを超えたオンラインラーニングに関する御意見について、e ラー

ニングやオンラインラーニングの推進に当たっては、公共職業訓練施設に通うことの効果

も、できるだけ盛り込めるようなシステムとすることを期待したいといった御意見。一番

最後の項目になりますが、民間教育訓練機関が既に大きな役割を担っているが、就業者が
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増えている領域や、母子家庭といった自立支援などの課題に対応する領域については、民

間にノウハウが蓄積されており、産業別の就業人口などを勘案しながら民間教育訓練機関

を開拓し、パートナーシップを結んでいくべきではないかといった御意見を頂戴しており

ます。 

 資料 1 に関する説明は以上ですが、資料 2 に入る前に、前回の研究会で頂いた質問に対

する回答をさせていただきます。 

○前田政策企画室長 まず ISO の関係です。民間教育訓練機関の質の向上ということで、

谷口委員から御質問を頂いております。非公式教育訓練機関において、現在どの程度

ISO29990 等が浸透しているのかという質問だったと思いますので、それに対して回答さ

せていただきます。ISO につきましては、人材育成と非公式教育、訓練サービス分野の標

準化を目的とした専門委員会 ISO-TC232 に関する国内審議団体である一般社団法人人材育

成と教育サービス協議会、通称 JAMOTE に当該規格の認証の実態を問い合わせたところ、

各民間認証機関というのがその下にあり、それぞれの機関による ISO29990 等の認証数ま

では把握していないというような回答でした。理由としましては、ISO29990 等には、国

単位で登録されている認定機関というのは存在しておりませんので、それぞれの認証機関

が独自に設定した基準に基づきまして、自主的に審査を行っているためということでした。

国内審議団体である JAMOTE が、2018 年 8 月頃に、これらの規格についての認証機関につ

いて調査しましたところ、国内に 7 つ認証機関が存在していたということです。その中の

1 つの認証機関である、JAMOTE 認証サービス株式会社に対し現時点での認証数を確認した

ところ、ISO29990 が 23 件、後継規格である ISO29993 が 2 件、ISO21001 が 0 件となって

いるということでした。7 つ認証機関がありまして、そのうちの 1 つに問い合わせたとこ

ろ、こういった状況でした。全体像が分からなくて恐縮ですが、答えとしては以上になり

ます。 

○廣田政策担当参事官室長補佐 続いて、資料 2 の「御議論いただきたい事項」になりま

す。基本的には第 1 回の研究会に提出させていただいたものの再掲となりますが、(7)の

その他の事項として、リカレント教育、社会人の学び直しをどのように進めていくか。ま

た、女性や若者、中高年齢者や障害者のほか、非正規雇用労働者や就職氷河期世代の方々

など、職業能力開発の機会に乏しかった方々に対する能力開発の方向性について、どのよ

うに考えるかといったことの 2 点を提示させていただいております。 

 続いて資料 3 の 3 ページ目を御覧ください。まずリカレント教育に関してですが、こち

らはリカレント教育の充実に関して、厚生労働省、経済産業省、文部科学省 3 省のそれぞ

れの施策をまとめたものです。個別の施策に関しては、お手元にお配りしております参考

資料の 3 ページ目以降にありますので、併せて御参照ください。 

 まず厚生労働省です。左側にありますように、厚生労働省では労働者や求職者の方々の

職業の安定のため、一人ひとりのキャリアプランを再設計するためのセルフ・キャリアド

ックの導入支援ですとか、それらのプランに沿ったリカレント教育を受けることができる
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よう、IT 理解や活用の職業訓練の開発や実施、教育訓練給付の拡充ですとか、長期の教

育訓練休暇制度を導入した企業に対する助成、実践的で雇用対策に有効な教育訓練プログ

ラムの開発といったことを行っております。 

 右上には経済産業省の取組をまとめさせていただきましたが、経済産業省においては、

日本の競争力強化のため、例えば中小企業における海外展開を担う人材育成の支援、IT

データ分野においては、第四次産業革命スキル習得講座に対する経済産業大臣の認定制度、

また、このほかこちらの資料には記載はありませんが、経済産業省においては、リカレン

トの取組として中小企業大学校における中小企業の経営者や管理者に対する研修事業も実

施されております。 

 右下のほうが文部科学省の取組になります。文部科学省では、実践的な能力やスキルの

習得のため、大学や専修学校で、産学連携による実践的なリカレントプログラムの開発や、

社会人向けの短期プログラムに対する文部科学大臣の認定制度、また、女性のキャリアア

ップに向けた学び直しとキャリア形成の一体的支援といった施策を行っております。 

各省庁がそれぞれの役割分担の下で、個人のキャリアアップやキャリアチェンジ、企業の

競争力と向上に資するリカレントプログラムの開発や展開を促進しております。リカレン

ト教育に関する説明等は以上です。 

 続いて、多様な人材が活躍するための職業能力開発について御説明させていただきます。

参考資料の 25 ページ以降に、関連する統計やデータを掲載させていただいておりますの

で、併せて御参照ください。 

 5 ページ目ですが、こちらは全員参加型社会に向けてということで、平成 28 年 6 月の一

億総活躍プランや、平成 29 年 3 月の働き方改革実行計画といった政府の方針や、また最

後の 3 番目にありますように、平成 28 年に策定された、現在の職業能力開発基本計画な

どにおいて、一人ひとりが意思や能力に応じた多様な働き方を選択でき、誰もが活躍でき

る全員参加型の社会を目指すこととされております。 

 6 ページ目ですが、こちらは昨年 5 月の社会保障・働き方改革本部会議の第 2 回の資料

からの抜粋となっております。多様な就労や社会参加のため、赤枠で囲んでいるところの

ように、70 歳までの就業機会を確保する制度の創設や、就職氷河期世代の方々の活躍の

場を更に広げるための支援に取り組むこととしております。 

 7 ページ目からは、女性の職業能力開発に関する内容となります。現在の基本計画にお

きまして、女性の潜在的な労働力率と現実の就業率にはギャップが見られるということが

指摘をされており、第 3 部にありますように、男女が働きながら、ともに家事や育児を行

うことができ、結婚や出産、育児や介護といったライフイベントに関わらず、希望する方

が働き続けることができるよう、職業能力開発のための機会を提供するといった方向性で

取組を進めてきたところです。 

 具体的な取組として、8 ページ以降にありますが、子育て中の女性がスムーズに再就職

をすることができるよう、月 80 時間の短時間訓練コースや、託児サービス付きの訓練コ
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ースを実施しておりまして、資料に実績を掲載させていただいておりますが、毎年度、コ

ースを増設しているところです。 

 また、マザーズハローワークにおいて、母子家庭や出産・育児などにより、就業のブラ

ンクがある女性に対する、職業訓練の受講あっせんを実施しております。 

 続いて 9 ページ目です。基本計画以外の取組として、教育訓練給付に関する見直しとし

て、指定講座において、土日や夜間に開校される講座や、完全 e ラーニングの講座を増や

すための調査研究を行っておりまして、来年度以降でこれらの成果について、厚生労働省

のホームページを通じた周知・広報を行う予定となっております。また、就業のブランク

が長い女性であっても、教育訓練給付の給付金を受け取れるよう、受給要件の見直しを行

いました。このほか職業訓練においては、離職した保育士などの職場復帰を支援するため、

訓練モデルのカリキュラムを策定するといった取組を行っております。 

 続いて 10 ページ目からは、若年者に対する職業能力開発になります。現行計画の第 2

部にありますように、男性の就業率は、働き盛りの層で低下傾向にあり、女性は全ての年

齢層で上昇傾向、ニート数は減少傾向にあるが高止まりをしており、フリーター数は減少

傾向にあるとされております。若年者に対する職業能力開発については、様々な段階にお

いて、企業内外での能力開発に取り組むこと、ニートなどの自立に困難を抱えている方々

に対しては、関係機関との連携の強化により、切れ目のない支援を図っていくこととされ

ております。 

 続いて 11 ページから、具体的な取組を紹介いたします。若者にものづくり技能の魅力

を知ってもらうための体験教室やものづくりマイスターによる実技指導について、平成

25 年度から継続して実施をしております。また、セルフ・キャリアドックの導入を支援

する拠点を平成 30 年度に整備をいたしまして、企業からの個別の相談や、若者も含めた

在職中の労働者の方々の企業外での相談の取組を行っております。 

 続いて 12 ページです。職業経験の少ない若者の方々に対して、日本版デュアルシステ

ムによる訓練を行ったり、OJT と OFF-JT を組み合わせた認定実習併用職業訓練を行った

企業に対する助成を行っております。このほか、公共職業訓練では、学卒者向けの訓練を

提供しております。 

 続いて 13 ページですが、地域の若者サポートステーションにおいて、ニートなどの若

者に対する相談支援を実施しております。文部科学省と連携をいたしまして、例えば高校

などへのサポステ支援内容の情報提供を行ったり、高校や自宅への訪問型の相談支援を開

始しております。 

 続いて 14 ページからは、中高年齢者に対する職業能力開発になります。現行計画の第

2 部にありますように、高齢者の就業意欲は国際的に比較しても高く、労働者の勤続年数

も男女ともに長期化をしており、第 3 部にありますように、高齢期に入る前からの職業生

活設計や能力開発がとりわけ重要であり、職業生活の節目において、キャリアコンサルテ

ィングの機会を企業の内外で整備をし、公共職業訓練などにより、中高年齢期の職業能力
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形成を支援するという方向性で施策を進めてまいりました。 

 15 ページ目からは具体的な施策の取組となります。若年期から継続的にキャリアコン

サルティングの機会を確保するために、セルフ・キャリアドックの導入を支援する拠点を

整備することであったり、②にありますように、在職中に職務に関連した訓練を行った事

業主に対し、人材開発支援助成金により支援を行うとともに、在職者向けの職業訓練を実

施しております。また、③にありますが、高障求機構において、中高年の再就職に向けた

新しい職業訓練コースの開発や検証を実施いたしました。 

 続いて 16 ページになります。その他の取組として、こちらはいずれも令和 2 年度から

の取組となりますので、実績のところには記載はありませんが、キャリア形成サポートセ

ンターを整備し、中高年齢層も含めた労働者を対象に、キャリアの棚卸しや高齢期を見据

えたキャリアプランの再設計に対する支援、また、65 歳超の高齢者の継続雇用を支援す

るため、生産性向上支援センターにより、企業の実情に応じた中高年齢層の在職者向けの

委託訓練の実施、中高年の離職者向けの訓練プログラムの開発や普及といった各種の事業

に、令和 2 年度から取り組んでいく予定となっております。 

 17 ページからは障害者に対する職業能力開発になります。障害者の職業能力開発につ

きましては、第 2 部にありますように、新規の求職申込件数は増加傾向にあり、障害を持

った方々の障害特性や、ニーズに応じた環境の整備に取り組んでまいったところです。 

 18 ページからが具体的な取組になりますが、一般校で受入れが困難な障害を持った方

々に対する職業訓練や、障害を持った方々の多様なニーズに対応した委託訓練を実施して

きました。 

 また、19 ページになりますが、毎年度、全国障害者技能競技大会、アビリンピックを

開催し、障害を持った方々に対する理解と認識を深め、雇用につなげていくといった取組

を行っております。 

このほか、その他の取組として、在職中の障害を持った方々に対する訓練について、障害

者校での訓練や、民間機関を活用した委託訓練を実施しております。資料のとおり、毎年

度、400 人から 500 人程度で過去から推移をしております。また、国立リハビリテーショ

ンセンターで効果のあった訓練内容や指導技法について、ほかの施設に提供するといった

取組も行っております。 

 続いて 20 ページからは、非正規雇用労働者に対する職業能力開発になります。第 2 部

にありますように、長期的に見て非正規雇用労働者の数が増加をしており、能力開発につ

いては、特に不本意に非正規雇用に就いた方々について、職業能力開発の機会に乏しいこ

とが課題とされており、継続的な支援により、キャリアアップの実現を図っていくことが

重要であるとされております。 

 具体的な取組が 21 ページからになりますが、①にありますように、正社員への移行を

目指す訓練コースにつきまして、キャリアアップ助成金、こちらは平成 30 年度から人材

開発支援助成金に統合されておりますが、こちらの助成金の申請手続の見直しや、②にあ
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りますように、ジョブ・カードセンターと連携した雇用型訓練の推進といった取組を行っ

ております。 

 22 ページ目ですが、雇用保険の受給資格のない方に対する就職を促進するため、求職

者支援訓練を実施しております。④にありますように、非正規雇用労働者の方を対象にし

た職業訓練の受講者に対しまして、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング

の実施を行っております。このほかの取組として、主に非正規雇用労働者の方を対象とし

て、最長 2 年間の長期訓練コースを整備し、委託訓練を実施しております。こちらは国家

資格の取得を目指し、正社員としての就職に導いていくもので、高い就職率の実績が出て

おります。 

 最後 23 ページ目は、就職氷河期世代の方々に対する職業能力開発の取組になります。

就職氷河期世代の方々に対しましては、平成 30 年度に取りまとめた厚生労働省の支援プ

ランによりまして、令和 2 年度から 3 年間の集中プログラムに沿って支援を実施すること

としております。主な取組の方向性が中段にありますが、地域ごとのプラットホームの形

成や活用、就職氷河期世代の方々一人ひとりにつながる積極的な広報の実施、また、対象

者の個別の状況に応じたきめ細やかな各種事業の展開ということで、下の枠の所に個別事

業を記載させていただいていますが、具体的には左側、不安定な就労状態にある方に対し

ては、短期間で取得できる資格などの習得支援や、働きながら無料で受講できる訓練の提

供のほか、長期にわたって無業の状態にある方に対しては、地域若者サポートステーショ

ンにおける①から③までの取組を実施することとしております。 

 議題に関する事務局からの説明資料は以上となっておりますが、本日御欠席の吉川委員

から、事前に本日の議題に関するコメントを頂いておりますので、この場で御紹介をさせ

ていただきます。吉川委員からは 4 点ありまして、まず 1 点目がリカレント教育に関する

ものです。リカレント教育は若いときから常に教育訓練をすることが重要であって、持続

的な学びを若い頃から導入する施策を考えることが必要であるということ。多くの方は、

ある年齢に達したときに、不要であるからという理由で学ばなくなってしまう。そういっ

たことは、転職市場においても、自らやってきた仕事に固執することからも明らかであっ

て、大企業の人材が子会社や中小企業に移って不良人材となっていることもこれに起因す

るのではないかといった御意見になります。 

 2 点目は女性に関する御意見です。女性に関しては、能力開発の機会に乏しかったとい

うよりは、出産などにより一時的に職を離れた後の雇用が確保されてこなかったという問

題が大きい。そうした女性の再就職の対応の遅れを解決しようとする動きが民間にあり、

それを支援するということを考えられないか、という意見を頂戴しております。 

 3 点目ですが、新興の企業は、人材の確保に苦労している。こういった会社に対してア

プローチをして、その会社がほしがる人材を育成するプログラムを作ることは考えられな

いか。 

 4 点目ですが、キャリア教育やキャリアコンサルタントに関するものでして、過度にキ
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ャリア像や固定的な職業観を作ってしまうことは危険である。吉川委員御自身も大学院で

教えておられる経験から、学生は学んでいく中で新たなキャリア観を見つけていくことも

多い。また、時代の変化は早く、学んだキャリア観というものがすぐに古いものになって

しまう可能性が高い。以上 4 点の御意見を頂いておりますので、御紹介させていただきま

した。事務局からの説明は以上になります。 

○武石座長 ありがとうございました。それでは、リカレント教育の充実及び多様な人材

が活躍するための職業能力の開発、それ以外の事項について本日御議論いただきたいと考

えておりますので、皆様からの御意見等を頂戴したいと思います。いろいろなテーマがあ

るので、まず、リカレント教育に関して御意見があれば頂きたいと思いますが、いかがで

すか。 

○八木委員 吉川委員がおっしゃったことに納得、賛成です。「リ」という言葉が入って

しまうので、リカレントという名前自体が再教育みたいな感じがしますが、今はそういう

時代ではないと思います。古いことをもう一回学んでもどうしようもないので、とにかく

生涯にわたって学び続ける。リカレントと言いますと、どうしても高齢者みたいな感じに

なるのですが、高齢者のみならず、とにかくどの世代においても学びを続けていかないと、

世界の中で競争力を持って勝ち続けることができないという現実があると思います。 

 もう一つ、常に学び続けていないと、世界の中で、一定の地位を確保できないのだとい

うイメージをもう少し出したらどうかなと思います。リカレントを英語的に言いますと

「エデュケーション」ですが、エデュケーションではなくて私はラーニングだと思います。

上から勉強しなさいと言われて勉強して、それが役に立つということは、余りないと思い

ます。学ぶということが豊かな人生を歩む上で絶対に必要なのだという風土をいかに形成

するかということに対しても、厚生労働省だけではなく、文部科学省、あるいは経済産業

省もみんな協力していくことの重要性を強く感じます。 

○武石座長 ありがとうございます。全体の概念に関する大変重要な御意見だったと思い

ます。うちはキャリアデザイン学部という所ですが、生涯学習という言い方で 1 つのキー

ワードとして、そういう言い方もあるのかなと思いました。 

○大久保座長代理 リカレント教育は政策的な 1 つのテーマですが、民間の企業の中で余

りリカレント教育という言い方はしない。最近はどこの会社も大騒ぎでやっているのは、

リスキリングです。テクノロジーが進化、変化してきていて、AI によって形が変わる仕

事もあるし、あるいは新しいテクノロジーによって元のテクノロジーが使えなくなってい

るわけです。そのままでは役に立たないという状態になっている。そういう人たちにどう

いうふうに別の仕事をしてもらうかという観点が非常に重要で、どこの会社も今悩んでい

る問題です。まだ答えがないのですが、特に日本の場合は雇用を維持しなければいけませ

んので、要らなくなった人たちを外に出すわけにはいかないですから、このリスキリング

の重みがすごく強いのです。これは現在も相当議論になっていますが、この後、もっとも

っと大きくなるテーマではないかと思っています。このリカレント教育という政策の中に
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企業の中で言っているリスキリングの発想をきちんと取り込んで考えていく必要があるか

なと思います。 

○武石座長 ありがとうございました。ほかにいかがですか。 

○石﨑委員 先ほど八木委員が御発言されたように、リカレントというものは中高年にな

ってからでは遅く、生涯続けなければならないという点に全く賛成です。特に 70 歳まで

の就業機会の確保が法案として出されていて、そういう要請が強まる中で、それは中高年

になってからでは遅いので、やはり、若いうちからキャリアを長いスパンにわたって考え

るということが必要になってくるのだろうと思います。 

 そうした観点からしますと、リカレントというか、生涯学習等とともに、もう一つ実は

副業、兼業の推進というのも、今、政府のほうで進めているかと思いますが、そういった

形でほかの所で違った経験を積むことがまた新たなキャリアを開く契機となり得る場合も

あるかと思いますので、この辺りともつなげて考えていくことが必要ではないかと考えて

おります。 

○武田委員 リカレントについて幾つか意見を述べさせて頂きます。1 点目は、リカレン

ト教育の中身の検討ですが、今、大久保座長代理からもありましたとおり、現在起きてい

るミスマッチにとどまらず、今後、2030 年やその先を展望し、技術の進展などを踏まえ

たミスマッチの拡大を展望し、未来志向でリスキリングを行っていく点です。したがって、

次の計画では、単に現状を踏まえた計画にとどめずに、未来志向でのリスキリングを展望

した中身にしていくことが重要ではないかと思います。 

 2 点目は、将来に向けてのミスマッチを国全体としてどのように解消していくかという

視点が大切です。リカレントの対象外ではありますが、これから社会人になっていく新し

い方々にどのような教育を受けていただくかという視点も重要だと思います。この委員会

の範囲外ではありますが、その議論は必要と思います。 

 3 点目は、全員に少しずつスキルアップしていただくことの重要性です。皆さんがおっ

しゃったことと同意見で、ある一定の年齢以上になってから学ぶことをリカレントと捉え

る風潮がありますが、全世代、どの職業であっても、転職をしないとしても、同じ職業の

中で 1 歩上のスキルを磨いていくという考え方は非常に重要ではないかと思います。 

 4 点目は、吉川先生がおっしゃっていましたが、女性のライフイベントによるキャリア

中断は、少し別の視点も考慮しなければいけないと思います。一度仕事から離れると、再

び労働市場へ戻った後に担えるポストや担える職の内容が下がってしまったり、その間に

男性が高い役割を与えられるのに対し、チャンスを与えないという企業側の行動も大きい

と思いますので、その辺はきめ細やかに見たほうがいいのではないかと思います。 

 2030 年ぐらいまでに、どのような施策の組み合わせでミスマッチを解消していけるか

という点については、当社で現在定量的に分析中ですが、定量的な分析も踏まえて施策を

検討していくことが望ましいのではないかと考えます。 

 最後に、以前にも申し上げましたが、リカレント教育の内容について、見直す頻度とプ
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ログラム開発に当たっての技術活用の重要性については、改めて申し上げたいと思います。

技術革新のスピードが速いのが現在の一番の課題ですので、その変化に合わせてプログラ

ムを見直さなければなりません。先ほど吉川先生もおっしゃいましたが、キャリアコンサ

ルティングの方があるときに資格を取ったとしても、数年間に情勢が変化していきますの

で、むしろ、カリキュラムがきちんとアップデートされていく、学びながらキャリアを形

成をしていけることが大切であり、コンサルティングを受けるよりも、学ぶ内容がより重

要と思います。 

 また、技術を取り入れる観点では、例えばドイツでは製造工程、販売工程に VR の実習

がとり入れられ、グローバルで統一した基準で教育訓練をリアルタイムで実施しているそ

うです。そうした新しい事例もうまく取り入れていけるといいのではないかと思います。

以上です。 

○武石座長 ありがとうございました。ほかにいかがですか。八木委員どうぞ。 

○八木委員 皆さんがおっしゃっていることとの関わりにおいて言いますと、相変わらず、

日本の人事というのは年功的にやられていると思います。残念なことですが、日本の人事

部の人事の人たちが 13 万人ぐらい会員になっているサイトのアンケート調査で見ますと、

自分の会社で年功的人事をやっているという会社がいまだに半分あるのです。年齢が基準

になってしまう仕組みの中では、女性の方で子供さんを産んで 1 年の育休をとるというこ

とになると、同期に対して 1 年遅れることになる。一旦遅れるとトップランナーになれな

いという事実があります。年齢を一つの基準にして人事をやってしまうと、学んだ人と学

ばない人との使い方の差がぼやけてしまうと思います。1 年遅れた人が幾ら学んでも、学

んだ人を使うという風潮にないので、結局、年齢で一番若くて先頭を何事もなく走った人

だけが使われていく。そういう傾向を持っている会社が、そのアンケートによるとまだ半

分あるという状況ですから、企業側が襟を正して、年齢ではなくて実力でしっかり見てい

く方向に舵を切らなければならない。介護であろうと、子育てであろうと、男性も女性も

一時期会社に来ない時期があったとしても、しっかり学んで実力があればその実力に応じ

て、会社の中に戻っていけるという状態をしっかり作らなければならないと私は思います。

年功的人事に対して、もう少し我々のほうで楔を入れていくような方策はないのかなと思

います。 

○武石座長 どうぞ。 

○石﨑委員 今の八木委員の御発言に触発されて申し上げようと思ったのですが、今のお

話を伺って思いましたのは、例えば、1 年留学してどこかで学んでくるというのもブラン

クになってしまって、その人は学んできているのにそれが評価には反映されないことにな

ってしまうのかなと思いました。また、女性の育児休業等に伴う職業生活の中断というこ

とに関しても、実は育児休業中の過ごし方、もちろんそれは御本人の体調等にもよる部分

はありますが、休業を利用しつつも、ほかのことを学んだりとか、そういったところがき

ちんと評価されるような形であれば、実はそれほどそれが大きなマイナスとして評価され
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ないのではないかと思う部分があります。 

 もう一つは、そういった形で休業中断をもっとポジティブな形で捉えられるようになれ

ば、男性の育児休業取得率等も上がるのではないかと思います。やはり、そこの年齢での

人事制度がいろいろなところに影響してきているのかなという感想を、意見を伺って持ち

ました。 

○八木委員 今、石﨑さんがおっしゃったのは、例えば 1、2 年間海外留学して戻ってく

ると、その間はブランクだから、その分だけ遅れてしまうのではないかということだと思

います。個人の側から見ますと、海外留学をしていろいろなスキルや知恵を身に付け、学

んでくると、会社で働いている同期生よりも、場合によっては実力が高くなるというケー

スがあるわけです。ところが、年齢で管理をしていますとどんなに実力があっても同期の

トップよりも上に行くということはないのです。スキルが上がって、帰国して、実力が同

世代よりももっと上なのに、与えられる仕事は同世代と同じないしはそれ以下、これだと

必ず社員は辞めていくわけです。リカレントとは直接関係ないですが、企業が相変わらず

年齢をベースにマネージをしていると、女性のことだけではなくて、学んだ人を使わない

ということにおいても大きな弊害が出ているということだと思います。 

○武石座長 この研究会が、行政に対していろいろ提言をしていくことになるのですが、

企業の施策がそれと整合しないと行政の施策がうまく回らないと思いますので、そういう

形での何かうまい方向性があるかなと思いました。 

○八木委員 そうですね。行政のほうがすごく良い施策をたくさんやられているのですが、

それに対して企業として、あるいは社会として呼応していかない限り、どんなに行政が一

生懸命やっても、そこに良い流れは起こっていきません。行政の側でやられていることに

対して企業なり個人なりがきちんと反応するような仕掛けまで含めて考えていかないと、

そこに良いリンクが生まれないというリスクを感じます。 

○武石座長 武田委員がおっしゃったように少し先を見るという、その辺の提言、方向性

を示すというのは大事かと思いました。私もリカレント教育に関して、今の行政がやって

いることにうまく乗れないという部分で言いますと、リカレント教育の言葉は別にして、

大学としては非常にここはビジネスとしてのチャンスだというふうに思っております。と

いうのもこれから若い学生が減っていくので、社会人を受け入れるというのは即ビジネス

チャンスなのです。ただ、来る社会人の学生が夜間・土曜日・日曜日ということになると、

教える側の教職員が過労死してしまうので、できれば、昼間の時間帯に来ていただきたい

ということが重要だと思います。教育訓練休暇だったり、時間的な配慮だったりというこ

とを企業がやってくれないと、なかなかうまく仕組みは使えないということがあるかなと

いうのが 1 点です。 

 やはり、リカレント教育は、働く個人の意欲がすごく重要だと思いますので、そこで重

要なのは多分教育訓練給付というのが今インセンティブとして大変重要な政策になってい

て、これが果たして今使いやすい形になっているのかとか、そういう検討はどこかでする
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必要があるのかなということを感じています。 

 例えば、今の留学例、海外で勉強した人に対しては教育訓練給付は使えないとか、そう

いう制度は今後グローバル化の中でどういうふうに考えるかという辺りは検討課題かなと

思っております。また戻っていただいてもいいのですが、女性の話も出てきましたが、も

う一つの多様な人材が活躍するための職業能力開発ということで皆様から御意見等いただ

きたいと思います。いかがですか。 

○大久保座長代理 今日議論の時間がたくさんあるようなので、長めに話をさせていただ

きます。若年の能力開発では、これから長い職業人生が始まるときに、その人が職業能力

の軸となるようなものを身に付けてもらうというのが 1 つのテーマだと思います。そうい

う形でプログラムを作られてきたわけですが、中高年という人に対象を広げていくと、そ

の視点は基本的に変わるのだと思います。既に、長く経験を積んできているわけで、その

経験をもう一回ブラッシュアップするとか、あるいはその経験に何か別のものを足すとか、

いわば専門性の複合化を図ることによって、次のキャリアを作っていくという形になって

いく。複合化の方法はいろいろな方法があると思います。今まで経験してきた自分の専門

性に何かをトッピングしていくような形で上乗せして、もう少しバリューを高めていくこ

ともあります。あるいは今までの経験によって培われてきたものを、経験ではなくてサイ

エンスの部分で強化するという学び方もあるかもしれません。あるいは今まである領域の

専門性は持っていたのですが、そうではなくてもう少し汎用的な、例えば経営管理とか、

労務管理みたいなスキルを身に付けて、専門性だけではなくて、その 2 つを掛け合わせて、

例えば中小企業などでも幹部としてやっていけるようにするとか、いろいろな形の専門性

の複合化の形があるのですが、そういうテーマになっていくと思いますので、若年の職業

能力開発とはもともとのテーマの置き方が違うのだということを念頭に置いて、中高年向

けの職業訓練のプログラムを開発したほうがいいと私は思っています。ですから、同じ発

想ではぴったりはまらないのではないかと思っていますので、その辺りはお考えいただき

たいというのが 1 つです。 

 2 つ目は、既にこれまでの議論のサマリーの中にも十分書いていただいていることでは

あるのですが、やはりオンライン学習がますます強くなると思います。これは本当に多様

な人たちであればあるほど、オンライン学習に対するニーズは強いはずです。しかも、た

またま偶然と言いますか、新型コロナウイルスの問題ですが、ここ 3 日間ぐらいで集合型

でやっている研修をオンライン型に変えるという企業の話を 3 件くらい耳にしました。で

すので研修は集合ではなくて、オンラインでやろうよという、その変化に対応できないベ

ンダーはビジネスは多分やっていけなくなるのでないかという感じで議論され始めていま

す。オンライン学習というのを、これは民間もそうですが、国のほうもスキルアップをし

ていただきたいというのが 2 つ目です。 

 3 つ目は、多様な対象の中に氷河期世代があるのですが、実は就職氷河期世代向け対策

に対しては若干心配をしております。どう心配しているかと言いますと、就職氷河期とい
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う言葉は、1994 年に流行語大賞を取った言葉ですが、私はこの問題は世代の問題ではな

いと思っています。どちらかというと、1990 年代半ば、後半から始まった労働市場の構

造的な変化だと思っています。我々は、初職の研究をずっとやっています。卒業して一番

最初に就いた職業、そこで就いたものが生涯のキャリアにすごく大きな影響を与えるとい

うことが分かっています。例えば、1994 年、1995 年ぐらいに卒業した人が、余り自分の

納得できる就職先が見つからずに、非常に不満を持っていて、その結果、早期に離職をし

たと。その後のトランジションがうまくできず不安定な仕事に就いて、20 代という職業

能力が非常に伸びる時期にそういう機会に恵まれないで 20 代を終えてしまうと、その後

迷走しやすい。あるいは 1997 年、1998 年ぐらいからは大学を卒業した後も初職非正規と

か、新卒無業という人たちが増えてきますので、そういう形でキャリアのスタートを切っ

た人たちが、その後のキャリア形成に非常に苦労していると。その結果、今、ミドルとい

う年代に入ってきて、より解決が難しくなってきているという話で、いわば、そういうキ

ャリア形成がうまくできなかった人たちの、最初の年齢層が、今この年齢に達しているだ

けの話であって、世代問題ではなく構造的な変化、その後もずっと続く問題だと私は思っ

ているのです。 

 就職氷河期世代と言われている人たちは、大きなお世話だとか、そんなふうに言われた

くないという人たちも結構多くて、ネガティブカテゴリーを作るのではなくて、もう少し

構造的な問題だと捉えていくべきです。今後この会では基本計画を作っていくわけですか

ら、そこで書くべきことは氷河期世代ではなくて、もう少し構造的な変化に対応した長期

的なキャリア形成において、安定が得られなかった人たちの再学習の問題や、先ほどの訓

練の問題をどう捉えるのかというテーマとして置くべきではないかと思っています。以上

です。 

○武石座長 ありがとうございます。私も就職氷河期世代については同じことを感じてお

ります。ここで非常に象徴的に問題が顕在化したと思うのですが、ずっと継続する問題と

いうことでの認識は必要かなと私も思いました。ほかにいかがですか。 

○石﨑委員 氷河期世代の点に関しては私も同感です。また、現在政府の対策としては時

間を区切って、こういった対策が行われる予定となっているかと思いますが、やはり長期

間にわたり就業経験がなかった方々の対策で言いますと、そんなに短期間ですぐに成果が

上がるというものではないとも思いますので、長い目でこういった支援は継続していく必

要があるのではないかと思っております。 

 また、そもそも一億活躍プラン等で言われている一億総活躍社会が対象としているもの

が、一度失敗を経験した方も含めた全ての人ということをうたうのであれば、確かに氷河

期世代で最初の仕事に恵まれなかったというケースでは、より本人の帰責性によらないと

いう意味で、より保護の必要性というのか支援の必要が高いということが言えるのかもし

れませんが、実は氷河期世代でなかったとしても、たまたまいろいろな事情によって初職

に恵まれないということもあり得ると思いますので、そういった意味ではより広い対象と
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してここの部分は捉えていく必要があるのかなと考えております。 

 また、過去の研究会での発言や既に出ている意見とも重なる部分ですが、多様な方の職

業能力開発ということでいきますと、やはり、訓練の機会の方法や時間帯においても同様

に多様性が求められるのかなと思っております。私も大学の教員としては是非とも日中の

教育訓練の機会が受けられるような確保は望むところですが、ただ現状ベースで考えます

と、夜間・土日の訓練もニーズがあるでしょうし、他方で日中のほうが都合がいいという

ニーズ、特に女性で家庭責任を担っている場合などには、そういうこともあろうかと思い

ますので、そういった多様なメニューを用意して、e ラーニングやオンライン学習を進め

ていくことが必要ではないかと考えております。 

 ここに挙がっている中で、特に若年者や障害者、あるいは職業能力開発の機会に余り恵

まれなかったとか、なかなか就労機会に就いていない方に関しては、就労に従事すること

自体そのものが訓練となる面があろうかと思いますので、この研究会の枠から外れるかと

は思いますが、例えば障害者で言えば福祉的就労や、生活困窮者ということであれば、中

間的就労といったものの質の向上も視野に入れて、行政としては行政内部の中でいろいろ

と連携を図っていただければと思っております。 

○武石座長 ありがとうございました。ほかにいかがですか。 

○関家委員 先ほど大久保座長代理からお話がありましたリカレント教育が、まだ専門性

を持っていない若者が学ぶのと、中高年が既にキャリアの中で培ったスキルの中でもう少

しブラッシュアップしたり、スキルを複合化していくこととは、性質が異なるとおっしゃ

っていたと思いますが、リカレントと言いますと、どうしても社会人の学び直しと訳され

ていることが多いので、学び直すと言われますと、私は新しいスキルを身に付けなければ

いけないと受け取っていたので、大久保座長代理の御指摘で、スキルを複合化していく、

これまでのスキルを中核として新しいスキルを足していく、付加価値を付けていくコンセ

プトはとても勉強になりました。 

 それを受けまして、ということは個人がスキルを先鋭化していくため、自分を更に労働

市場の中で戦力化していくためには、これまでのキャリアで自分がどれだけのスキルを身

に付けていたかということを知らなくてはいけないし、さらにどういうスキルを足したら

いいかということを知らなくてはいけない、この 2 点が大事だと思います。これはやはり

個人一人の力ではなかなか成し遂げられないことだろうと思いますので、キャリアコンサ

ルタントなどの活用がすごく重要になってくると思います。 

 在職者の中でキャリアコンサルタントの方などに触れる機会があると、既存の制度の中

ではセルフ・キャリアドックなどが有効なのかなと思うのですが、これは本日の資料で、

セルフ・キャリアドックを支援するような拠点を今後増やしていくと書かれていると理解

したのですが、それでよろしいのですか。 

○山本キャリア形成支援室長 セルフ・キャリアドックの拠点を少しずつ増やしておりま

して、全国で前年度は 2 か所、今年度は 5 か所、次年度は 11 か所と増やしております。
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来年度については 11 か所を含めてセルフ・キャリアドックの事業と、片方のジョブ・カ

ードセンター、今年度やっているものを統合して、前回も少し御紹介させていただいた新

しいセンターとして在職者向けであるとか、企業向けであるところを相乗効果的に打ち出

す支援をしていきたいという段取りで考えております。 

○関家委員 ということは、ジョブ・カードセンターとセルフ・キャリアドックの支援セ

ンターを最終的に統合されて、在職者と企業、それぞれに対して個別に支援ができるよう

な拠点がどんどんできていくということですか。 

○山本キャリア形成支援室長 そこの第一歩目と言いますか、一足飛びにすごく多くの分

量をやるというところはなかなかいかないですが、まずはそういうところから手掛けてい

くということで、着実に労使それぞれ向けのサービスをやっていくということで取り組ん

でおります。 

○関家委員 ありがとうございます。 

○武石座長 いいですか。ありがとうございました。 

○石﨑委員 今の御質問と関連して確認というか、私もお尋ねさせていただきたいと思い

ます。地域若者サポートステーションでは、ニート等の若者に対してキャリアコンサルタ

ントによる相談を実施しているということですが、この相談の受付というのは、就労開始

時点まで行われるものなのか、就労開始後も一定期間は行われているのか、その辺りを教

えていただければ有り難いです。 

○篠崎若年者・キャリア形成支援担当参事官 若者サポートステーションは、自分で就職

できる方はいきなりハローワークへ行くということもあるわけですが、その準備段階が必

要な方については、準備段階から相談を始めます。その上で、場合によっては一緒にハロ

ーワークに行って、使い方を学んだりしながらということもあります。就職した後に最初

からということではなくて、定着支援としてフォローアップするような方もおられます。

また、これは制度的と言うよりは実行上ということですが、居場所的に御相談に来られる

とかその状況を御報告するといった同窓会的なものをやることもありますので、ある程度

の定着支援まではやっているという状況です。 

○石﨑委員 就労するというところだけではなく、やはりその後の支援とか、その後に更

にどういう能力を身に付けていったらいいかといったアドバイスなども、重要なのかと思

いましたので、お伺いさせていただいたところです。ありがとうございました。 

○谷口委員 どの切り口で取り上げていくべきか悩んだところがあるのですけれども、差

し当たっては若年者の職業能力開発という観点で申し上げたいと思います。「技能振興」

という言葉があります。一般的には技能検定とか、技能五輪や技能競技会といったものが

その中身になるわけですけれども、なぜ若年者で取り上げるかと言いますと、私の観点か

ら申し上げます。つい昨日だか一昨日、東京マラソンが新型肺炎のためにごくごく小さな

規模で行われるといったことで、市民ランナーが参加できなくなったというニュースがあ

りました。そのような中で、昨年の東京マラソンの資料映像などをテレビで見ますと、こ
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んなにすごい人たちが一生懸命になっているのだと。これは健康づくりというものを背景

に、健康志向と言いますか、健康意識といったものがあって、ジョギングなり草野球なり、

様々な個人の健康志向のための取組がされていると思うのです。 

 「技能振興」という言葉は、行政的にはずっと古くからあるのですけれども、どうも私

の感覚としては、昭和 30 年代の産業振興法が作られたときと同じイメージをダブらせて

しまうのです。やはり今日、健康づくりのように技能づくりやスキルづくりも個人の問題

として捉えていく。あるいはそのための施策と言いますか、行政の役割といった観点で押

さえるべきではないかということを申し上げたいわけです。具体的にどうするかと言いま

すと、健康づくりの意識は国民の津々浦々に醸成されているわけで、これに大きく貢献し

ているのは、やはり学校教育の保健体育みたいなものが、カリキュラムとしてあるという

ことだろうと思うのです。 

 一方、学校教育でキャリア教育といったことが取り組まれて久しいのですけれども、若

いときの技能づくりと言いますか、スキルづくり志向の醸成というのは、やはり学校教育

段階が重要ではないかと思います。そういう意味で、学校教育と連携を取るということを

大いにお願いしたいと思うわけです。技能づくりというのは、つらく苦しくストイックに

取り組むべきものではなく、スポーツのように楽しみながら取り組めたら、これこそいい

と思うのです。 

 技能づくりは、学校教育段階や若いときだけのものではなく、先ほど来、大久保座長代

理からも「リスキリング」などという言葉が出ましたように、仕事を続けている以上、常

に継続的に取り組む事柄だと位置付けられるわけです。ですから楽しみながら技能づくり、

スキルづくりができたら、これこそいいのではないかと思います。行政としては、どのよ

うに楽しみながら技能づくりが振興できるかということを考えたときに、検定あるいは技

能競技会といったものが、もっとカジュアルに関われるような仕組みづくりを改めて検討

してもらいたいと思います。 

○武石座長 技能振興というのは振興ですから、何となく上から目線ですよね。 

○谷口委員 上からの掛け声というようなね。上からの掛け声ではなく、個人の課題とい

うように捉えてもらう。国際技能五輪にしても国内大会にしても、スポーツはかなりエン

ターテイメントとして浸透していますけれども、技能の競技会だって、かなりエンターテ

イメントとして耐え得る部分があるのではないかと思います。ですから楽しみながら技能

づくりをするという視点で、もう一度技能づくりというものを考えていただきたいと思い

ます。 

○武石座長 ほかにいかがでしょうか。 

○釜石能力評価担当参事官 今のはなかった視点で、大変ありがとうございます。確かに

私どもは技能をもっと知ってもらいたいので、技能振興ということでいろいろ取り組んで

きたところですけれども、確かに個人に着目したことというのは、余り考えておりません

でした。これは今後の課題ということで考えたいと思います。そこで、それに資する取組
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として、やはり技能競技大会や技能のことが知られていないので、広報に力を入れようと

取り組んできております。例えば、技能五輪全国大会のときにサイドイベントとして、子

供たちを対象としてものづくり体験をしてみるようなイベントを実際にやるとか、ものづ

くりマイスターが中小企業や工業高校などに出向いて、技能五輪の課題を使って実技指導

を行うことで、技能を身近に感じてもらって、更に技能を高めていこうという意欲を引き

出すということもしております。広報については、まだまだ実施できてないというか、伸

びる余地、伸ばすいろいろな施策があるのかなと思っておりますので、引き続き皆様方の

いろいろな御意見を伺いながら、改善・改良に努めていきたいと思っております。 

○武石座長 教育とか振興といったところで、いろいろな御意見が出ていますけれども、

学ぶ側に立ったいろいろな施策の考え方というのは、多分、育成とか教育すると言うより

も、個人が学ぶとかスキルを高めるということで、その主体を個人に置いていく施策転換

が重要になってきて、そういう視点が重要なのかということを、お話を聞きながら感じま

した。 

○石﨑委員 固まった確固とした意見というわけでもないのですけれども、技能検定や五

輪の職種の対象を見ていて感じるのは、専門性が極めて高いところに集中しているという

印象があります。だからこそ競技になるという部分は、もちろんあるのだろうと思うので

すが、例えば料理などで言うと西洋料理とか洋菓子製造とか、レストランでの調理が想定

されているわけです。しかし通常の家庭料理と言いますか、最近は家政士というのも資格

化されたというお話もあります。そういったある種の家事能力等の評価というのも、今後

入れるということを考えてもいいのかもしれないと思います。 

 これとの関連では、人によっては育児などで長期的に職業生活を中断される女性もいら

っしゃると思うのです。その家事能力をいかした再就職もあります。そういったことが民

間では、既に動きとして始まっているところかと思うのです。そういったことを取り入れ

ることも、もしかしたら場合によっては考えてもいいのかもしれないということを、ちら

っと思ったところです。 

○武石座長 では八木委員、関家委員の順でどうぞ。 

○八木委員 皆さんの意見に若干の追加です。外資系の会社で仕事をしてきた人間として

言うと、日本の皆さんの一番大きな問題だと感じるのは、依存性が強いということです。

会社から言われたからやるという意識が非常に強いような感じがいたします。先ほど谷口

さんから、個人にもうちょっと焦点を当てて「楽しさ」をという言葉が出てきました。そ

れも 1 つだと思うのです。会社から言われたからやるという視点ではなくて個人が手を挙

げてくるような、依存性ではなくて自主性を考慮に入れたような仕掛けを是非、お考えい

ただきたいと思います。 

 あと、技能オリンピックのようなものも、多分、ほとんどは企業としての参加ではない

かと思うのです。個人参加がもっとしやすいような形に。また、今でもやられているとは

思いますが、もっと小さな会社の人たちが参加しやすいような、依存性ではなくて自主性
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で、自ら何かを切り開いていこうとしている人たちに対するインセンティブを考えていた

だければいいかと思います。 

○武石座長 何かありますか。 

○釜石能力評価担当参事官 八木先生の御指摘のとおりです。技能五輪全国大会の参加者

というのは、23 歳以下の青年技能者ですけれども、その出身元や所属先を見ると 4 分の

3、75％が企業に所属していて、残りの 25％が専門学校とか工業高校のような学校に所属

しています。ですから個人の参加は、ほとんど記憶にないような状況です。参加するに当

たっては工具をそろえなければいけないとか、いろいろな準備が大変で、皆さん組織的に

取り組んでいらっしゃるということですけれども、個人に着目したものは課題だなと思い

ましたので、検討したいと思います。ありがとうございます。 

○武石座長 参加は、個人資格でもできるのですね。 

○釜石能力評価担当参事官 それはできます。 

○八木委員 今ソニーなどはメーカーズファクトリーというコンセプトで、ソニーの社員

でなくても、イノベーティブなアイディアを持っていたら、工具やいろいろな物が無料で

使える場を提供しています。もちろん、それをソニーの仕事の中でいかそうという考えが

あることも事実でしょうけれども、メーカーズファクトリーのようなものが日本の中にも

いくつか出始めているのです。先が読めない時代になってくればくるほど、何もかも企業

主体でやるのではなくて、多様な個をいかすような形を考えて、依存性からの解放をして

いくというのが、一つの方策ではないかと思います。 

○関家委員 皆様の御議論を受けて、今思い付いたことです。先ほど谷口委員から、もっ

と自分の体を鍛えるとかスポーツに取り組むような感じで、個人が自主的に楽しくスキル

開発ができればいいというお話があったのです。私のイメージだと、スキルと言うとどう

しても社会的に与えられる資格のようなイメージがあります。技能検定にしても英語検定

とか仏検などにしても、「検定」という名前が付くと、社会的に与えられるもので分かり

やすいから、自分のスキルというと TOEFL を持っていますとか、そういうようになりがち

なのかと思うのです。 

 先ほどの能力開発のハードルを低くするということで考えると、スキルというのは別に

社会人になる前からあると思うのです。子供のときでも 3 人兄弟の長男で、下の子の面倒

を見ていますということによって、すごくコミュニケーション能力が培われているという

こともありますし、小学校のときに何か特別なことに取り組むとか、スキルというのは幼

少期から、何かしら育っているものだと思うのです。ですから大学生になったからとか、

社会人になったから急に何かスキルをつくりますということでもないのではないかと思い

ます。 

 今、ジョブ・カードはかなり普及していて、これまでの職務経験を基に自分のスキルを

洗い出すということをされている制度だと思うのです。ごめんなさい。今思ったことなの

で、よく分からないのですけれども、子供用ジョブ・カードみたいなものがあったら面白
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いのかなとか、小学校とか中学校の初期段階から、自分でどんなスキルがあるのだろうと

いうことを個人に意識させるような、何か仕掛けができたら面白いのかなと思いました。 

○篠崎若年者・キャリア形成支援担当参事官 今の御指摘ですけれども、文科省の施策の

紹介をします。今、文部科学省でも仕事ではなく、正にいろいろな生活などがありますの

で、キャリアパスポートというのを推進しようとしています。名前は、各自治体や学校に

よって違ってもいいのです。キャリアというのは職業だけではなく、自分の学習の成果と

か目標に向けて、どういうことができたかというのを振り返って書いてもらうというのを、

できれば年代、学年が上がっても持ち歩く、持ち運ぶような形を推進していると聞いてい

ます。もちろん、それが仕事と直結するかというのはありますけれども、やったことを振

り返る習慣というのはできていきます。今も一部の学校でやっているようですが、それを

今後、できるだけ皆さんにやっていただきたいと考えているということは承知しておりま

す。 

○武田委員 追加として女性の関係のコメントと、あともう 1 点あります。まず 1 点目の

女性の件です。先ほど質の話をさせていただきましたけれども、次の計画の書き方として

の意見です。 

 近年は長らく、女性の M 字カーブをどう上げていくかという、割と数の議論が多かった

ような気がするのです。ただ、次の計画のときには数よりは、どちらかと言うと質のとこ

ろに力点を置いた書きぶりで計画を策定できないかと思っております。どちらかと言えば

賃金格差が残ったり、与えられるポジションとか、経営にどれぐらい要るかということも

そうですけれども、そういった部分に少し重点を置いた計画づくりにしていただきたいと

いうのが、要望として 1 点申し上げたいと思います。 

 2 点目に、先ほど八木委員がおっしゃった自主性と言いますか、依存性からの脱却とい

うのは本当に大きなテーマで、私もそこがすごく重要だと思うのです。結局、キャリアは

誰かから与えられるものではなく、いかに個人が自ら切り開いていくものかということに、

思考回路を変えられるかということだと思うのです。今の段階では先ほどあったように、

まだまだ年功制度が根強い中で、それでずっと 20 年間やってきた方が、急にそこを切り

替える際の移行というのも、現実問題としてあろうかと思います。ですから、いかに本人

に気付きを与えるかということを、今の若い世代からもやっていく必要があるとともに、

やはり今、中高年層になった方々についても、早い段階からその気付きを与える取組みた

いなものを過渡期としてやっていかないと。私も理想としては、依存性からの脱却だと心

から思っているのですけれども、その脱却を促すものはある種、企業が本人に気付かせる

機会を与えるということが、多少は必要ではないかと思うのです。それは無理矢理企業が

プログラムを自分たちから作るというよりは、こういう制度があるということを定期的に

知らせるだけでも、大分変わってくるかという気はしています。 

 より大事なのは、企業がそもそも雇用制度としてスキルと賃金がよりリンクしたり、あ

るいはスキルを身に付けたら、それによって新たなことにチャレンジできるということが
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リンクしていくことが本質だと思っています。ですから企業自体が自分たちがスキルと賃

金制度を変えていくということと、本人たちの気付きを早めに促していくということをセ

ットで、それを 10 年ぐらいやった後に依存性からの脱却で、完全に個人が自らというと

ころまでいければいいのではないかと思っています。ゴールとしては依存性からの脱却を

目指しつつ、次の計画に促すために、企業も本人も何をすればいいかというところを、強

いメッセージで出していくことが大事ではないかと思っています。 

○大久保座長代理 皆さんから出ていない切り口として、1 つ意見を言っておきたいと思

います。障害者についてです。こういう少し長いレンジの基本計画を立てるときは是非、

障害者のキャリア形成に踏み込めないかと思っています。障害者に関しては、今まで雇用

開発に特化していたと思います。それは障害者雇用促進法を使って、法定雇用率で企業に

雇入れを促すということです。法定雇用率も上げてきたし、対象者も広げてきたのですけ

れども、現状はどうなっているかといえば、結果的に一部の身体障害者の人を奪い合って

いるような状態になってしまっています。精神障害の人たちは、なかなか厳しい状態が続

いております。 

 そういうことと、これは実際に企業の障害者雇用のサポートをしている NPO の人たちも、

みんな共通して言うのですけれども、雇った後のことをほとんど考えてない会社が多いの

です。本当はその後、就職からキャリアがスタートするはずなのに、そこの部分が空白状

態です。私は、現状の障害者雇用政策というのは、もう既に十分過渡期にきていると思い

ます。そもそも法定雇用率で引っ張り続けること自体、大分限界があるのです。 

 私はこの 2 年ぐらい、発達障害の研究もしていました。障害者というのは明確に強みが

ある一方で、弱みもあるわけです。そういう自分の中のできることを軸にいかしながら、

どういうように自分のキャリアを形成していくかというのは、すごく重要なテーマです。

このキャリア形成のところに踏み込んでいかないと、本当に障害者が長期的にハッピーに

働くことは、なかなかできないだろうと思います。この間、キャリコンなどにも発達障害

の相談が結構あったと思うのです。キャリコンの人の中にも、障害者のキャリア形成に強

い人が出てきてほしいと思います。企業の中でも、ずっと子会社の中で雇用するだけでは

なく、事業会社と横断で一緒に働くというところにチャレンジする会社が増えてきてほし

いと思います。あるいは厚労省の施策であれば、アビリンピックはもっと大規模にちゃん

とやってほしいと思います。障害の問題についてはその次の段階にいくアプローチを、ぼ

ちぼち始めてはどうかということを、意見として申し上げておきたいと思います。 

○武石座長 重要な点をありがとうございました。事務局から何かありますか。 

○吉岡特別支援室長 貴重な御意見をありがとうございます。在職している障害者の方の

職業訓練としては、障害者職業能力開発校、民間を活用した委託訓練でやっているところ

ですが、全国で 400 人ぐらいの訓練実績となっています。現在、企業側の訓練ニーズとい

うのがどのようなものかといった正確なデータ等がありません。また、企業から都道府県

を通じて、訓練ニーズがどのようなものかといったものも上がってきていないというのが
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現状です。今後、企業側のニーズなどの把握又は調査をした上で、障害者のキャリア教育

等を検討していきたいと思っております。 

 もう 1 点のアビリンピックの関係ですが、近年、技能五輪全国大会と同時開催している

ところです。こちらのほうの周知等についても、検討させていただきたいと思っておりま

す。 

○八木委員 吉岡さんの今のお話で言うと、企業側にはほとんどニーズがなく、企業のニ

ーズを調べても、この問題は解決しないと思います。個人の方が会社の中でも世の中でも

いかせる能力があるのに、そのことに会社は気付いていなかったり、気付いてもある種の

リスクがあると思っています。発達障害、精神障害のある方を雇用するというのは、会社

としてはリスクを抱えることになる可能性もあるので、「ニーズがあるか」と聞かれても、

「ある」という答えはあまり期待できないのではないかと思います。むしろもう少し突っ

込んで、国としてそこの問題は解決しなければいけない問題だというアプローチのほうが

いいのではないかと思いました。 

○武石座長 よろしくお願いします。ほかにいかがでしょうか。 

○八木委員 女性の話が少し出ては消えたりしているので、その辺を申し上げます。本当

に様々な形で女性のキャリア形成や育成をやろうとしてきたと思うのです。ところがワー

ルドエコノミックフォーラムのデータでいくと、世界 153 か国中 121 位です。日本より後

ろは全部、イスラムの国です。したがって、イスラムを除くことが良い悪いは別にして、

イスラムの国を除けば、日本の女性活用は世界で最下位です。一番ひどいのが政治ですけ

れども、民間の中での活用も 121 位よりも後ろですから、相当ひどい状態ということが言

えると思います。 

 男女雇用機会均等法を作ってから、もう何年もたっていますし、安倍政権で「女性の活

用」と言ったのは、確か 2012 年の年末だったと思いますから、もう 7 年も 8 年もたって

いるけれども、相変わらず世界最下位です。私は、個々の施策をいろいろやる時期ではな

く、強制的に日本の女性活用を進めていかなければいけない時代にきていると思います。

人口の半分を占め、働いている人たちの 4 割以上を占める女性の活用をしない国が、世界

の中で活躍できる、活力がある、アウトプットが出せる国には、私は絶対にならないと思

います。 

 今の年功序列的なものをベースにした男性社会ジャパンという状態をゆっくり直してい

たのでは、世界最下位がずっと続いてしまいます。努力していても順位は毎年下がってい

るような状況ですから、今のモメンタムを続けるだけではどうしようもないのではないか

と思います。最初に北欧諸国がやったようなクオータ制度を採るとか、あるいはペナルテ

ィーを設けるとか、そのようなことをする時期にきているのではないでしょうか。世界最

下位をずっと続けている日本を考えると、一生懸命女性育成の議論をしていればいい時期

ではないと思います。別のアクションを取ることによって、モメンタムを変える時期にあ

るのではないかと思っています。 
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○大久保座長代理 時間もあるようなので、女性の問題についても一言、私の意見を言わ

せていただきたいと思います。女性活躍促進をずっとやり続けてきて、その間の大きな変

化は、出産のタイミングで辞めずに継続就業していく方向に舵が切られて、実際の数字上

も成果がはっきりと出始めてきて、いわゆる「M 字曲線」と言われているものが大分解消

されてきているところは、非常に大きな成果だと思います。 

 一方で出産と同時に離職する人の比率が、長らく高かったわけです。その人たちが育児

に関わって長期のブランクがあった以降に仕事の場に復帰する、長期ブランクを経た復職

ということに関しては、うまくいっていないと私は思っています。女性の育児ブランク後

の復職についての研究を、私どもの研究所でもやっているのですけれども、かなり多くの

人たちが高い意欲やスキルを持ちながらも、割と補助的な非正規の仕事で、その先につな

がっていません。あるいはある程度大きなチャレンジをした人たちも、結構挫折している

人たちが多く、ブランクからの復職プロセスに関しての支援(サポート)については、まだ

体系的なノウハウが蓄積されていない状態だと思います。ですから、この論点にはもっと

思いきりフォーカスして考えてもいいのではないかということが、私はずっと気になって

いるのです。これはここのテーマではないかと思いますので、1 つ申し上げておきたいと

思います。 

○石﨑委員 まず障害者の件に関しては、八木委員や大久保座長代理に全く賛成です。た

だ厚労省の中でも、恐らくこの研究会だけで解決可能ではないような課題も含まれている

ので、やはり重ねて厚労省内部での連携をお願いしたいと思っております。 

 女性の問題に関しても、同じことが言えるのかもしれません。やはり出産・育児後に復

帰しない背景として、両立がなかなか苦しいということがあります。要するに、これまで

どおり働き続けようと思ったら、それなりに相当無理をしなければならないというところ

で、労働時間等の働き方の問題も一方にあるのかなと思っております。他方、この研究会

に直接リンクする問題としては、本人の意欲をいかにそがずにキャリア形成、あるいは継

続への意欲をどう高めていくかについては、なお考えていかなければならないところがあ

るのかなというように考えています。 

○定塚人材開発統括官 障害者や女性についての御意見、ありがとうございます。いずれ

も我々の研究・検討が、まだまだ足りない部分なので、キャリア形成をどうしていくかと

いうことは、これから関係部局ともしっかり一緒に考えていきたいと思います。もし差し

支えなければ、今まで出てきた意見の中で 3 つほど更にお尋ねしたい部分があります。1

点は、就職氷河期世代だけではなく、その後の世代にも構造的に出てくる課題だという御

指摘がありました。その対応を取っていくべきだという点はそのとおりだと思いますが、

もし、よろしければ資料 3 の最後に、現在、就職氷河期対策としてどういう施策を取って

いくかという簡単なことが書いてあります。これを御覧になった上で、氷河期以下の世代

への対応・対策について、こういうことをすべきではないかというお考えが何かありまし

たら、お話いただきたいというのが 1 つ目です。 
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 2 点目がリスキリングというお話で、大久保委員や武田委員、そのほかの委員から出し

ていただきました。これからミスマッチが生じていくので、未来思考でリスキリングをし

ていかなくてはならないというのも、そのとおりだと思います。この点についてもよろし

ければ具体的に、どの辺りでミスマッチが起きて、どういうリスキリングを進めていく必

要があるかというお考えがあれば、補足的にお願いできないかと思います。 

 また、中高年についても大久保委員、またそのほかの委員から御意見を頂きました。中

高年については、若年と違う発想で対応すべきではないかというお話がありましたので、

そこもそのとおりだと思いますが、更に具体的にこうすべきだということがあれば、お聞

かせいただきたいと思います。この点についてお願いできないでしょうか。 

○武石座長 就職氷河期に関しては、多分やるべきことというのは、こういうことなのだ

ろうと思うのですが、世代を限定しないということは 1 つ重要で、ここの氷河期の人たち

の一定の所にフォーカスしていますよね。そうではなくて、継続的にこういうものは続け

るべきであると。私も、ここは意見はそういう趣旨でした。 

 3 つ目の中高年に関しては、多様な層としての若者とか女性とか、区切り方が私はしっ

くりこなくて。「中高年」と言っているところがスタンダードな層で、それ以外に若者と

か女性とかが特別考えなければいけないスペシャリティの部分という考え方だと思います。

そこで、中高年というのは、むしろ高齢者の話であったらまた別にあるような気がするの

ですが、「中高年」という言い方が、私は言い方がしっくりこないというのは、まず私の

意見はそういうところです。ほかにどうでしょうか。大久保座長代理のところが多かった

ので、大久保座長代理からどうでしょうか。 

○大久保座長代理 リスキリングですが、リスキリングに対する注目は、経済産業省が割

と熱心にやっています。それの発想の原点は DX という、デジタルトランスフォーメーシ

ョンというものに対する対応で、このままだと技術に取り残されていく人たちが多いので、

それについてのリスキリングをしなければいけない。IBM がリスキリングの必要な労働者

が 488 万人いるという形で発表しているのだと思います 

 つまり、ある種のテクノロジーの変化に対して遅れている人たち。例えば金融機関で、

銀行の窓口も全然別の仕事に取って代わろうとしているわけで、オンラインバンキングに

変わっていくということもそうですし、あるいは実際のプログラミングの人たちも全部変

わっていくし、先ほども教育の業界も、スクールからオンラインラーニングに変わったら、

仕事そのものが変わるのです。 

 ということは、全ての業態がそういう影響を受けはじめてきていると。そこにおけるリ

スキリングという話の 1 つだと思います。 

 もう 1 つは、自動車業界ですが、電気自動車になると根本的に技術が変わりますので、

あれは自動車メーカーは、どこも同じこの問題を多く抱えていたり、古くは電力会社とか、

すごくシビアな問題があったりということなので、かなり業界によってちょっとずつ違う

のですが、ほとんど多くの業界が、この問題に直面しているという感じになっているかと



-  - 23 

思います。 

 それから、就職氷河期問題は、先ほど言ったような構造的な問題だという話は一方であ

るのですが、それの最初の世代になっている人たちは、そうは言っても中高年齢層になっ

ているわけで、この人たちの場合は、先ほどの若者と中高年の違いの所で言いましたが、

本来であれば骨格にできる経験のところの部分がまだ十分ではなくて、複合化までいかな

い半歩手前ぐらいのところにいるのだと思います。 

 ずっと非正規とか、そういうものを間に挟みながら、今までのキャリアを積んできた人

たちが多いので、どういう形で発展性のあるキャリアにいくのか。つまり、どこかの会社

で正社員就職して、その後、それなりに管理職などになれるような道筋というものがある

のかどうかということだと思うのです。 

 私は、そのときにいざなう先というのは、サービス業系の中で、人材不足の問題を深刻

に抱えている企業に、ある種の職業準備教育をした上で入っていただく。これは例が適当

なのか分かりませんが、非常に深刻な人手不足に悩んでいるフードサービス業界などで、

そこで正社員として就職した後に、1 年たった後には店長になって、人事管理、予算管理

が担えるようになっていくというような所に、どういう職業訓練を事前にしておいたら、

スムーズにそのキャリアの中に入っていけるのかという。業界ごとに業界団体などもあり

ますから、そういう所と連携を図りながら、幾つかの道筋を見付けていくということが有

効ではないかなと思っております。 

○武田委員 御質問を頂きましたうちの 2 点目について、私どもの分析結果を御紹介した

いと思います。もしかしたら第 1 回目にもグラフで資料に提示いただいた内容と重複する

わけですが、2 つ我々で分析したものがございます。1 つは、現在の労働供給で、これは

公的に発表されている人口統計に基づいて全体の供給がどう変わっていくかという計算と、

労働需要が技術の進展によって、どのように職業ごとに変わっていくかというところで推

計したもの、これを重ね合わせることによって、最終的に、本当は労働の需要と供給は一

致するわけですが、あえてその供給と需要のギャップを残したらどうなるかというものを

お示ししたものです。この下にあるのですね。 

○廣田政策担当参事官室長補佐 お手元に青い紙のファイルがあると思いますが、そちら

に付箋を付けております第 1 回の資料のうち、パワーポイントの資料が並んでいるものの

右上のナンバリングで資料 5 の 70 ページ、71 ページに、武田委員からの資料を掲載させ

ていただいております。 

○武田委員 70 ページに、今申し上げたグラフがございます。これを見ていただきます

と、今、多くの方が従事している事務職的な仕事というのは、これから AI だとか、いろ

いろなもので失われていく。既にそういった動きが一部の業種では出てきておりますが、

それが予想されているということです。 

 一方で、少し大きなくくりになってしまっていますが、「専門技術」ということでまと

めてしまっているのですが、オレンジの部分が、これから不足していくということで、計
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算上出てくるということです。 

 では、何が専門技術かというところが、次の問いになると思いますが、この中でいろい

ろとやっている裏の計算として、技術として、例えば AI であるとか、オートメーション、

ロボティクスであるとか、幾つかの技術要素を入れておりますが、先ほど大久保座長代理

がおっしゃったように、DX が進んでいくということも大きな要素だと考えております。

そういったことを使いこなしながらも、今の業務の付加価値を上げていけるような専門技

術の部分が不足するので、そこについての方向性というのは未来志向では重要になってく

るということだと思います。 

 2 つ目の分析結果が、同じページの下段の人材ポートフォリオの分析です。2 軸 4 象限

で分けておりまして、縦軸は上に行けば行くほど、創造的なタスクを主に行っている方で

す。これは 100 か 0 の世界ではないというところは注意していただきたいと思います。主

にしている方です。下に行けば行くほど、定形的なタスクの割合が高い方です。右側が分

析的なタスクの割合が高い方で、左側は割とマニュアル的な仕事のウエイトが高い方とい

うことでやっています。 

 それぞれの業種に注目いただきたいと言うよりは、塊として御覧いただいて、水平線よ

り下の部分、つまり比較的定形的なタスクを担っている方々がマクロで捉えると 8 割近く

いるというところで、そこは、これから定形的なタスクほど AI などに置き換えていくこ

とは十分に可能ですから、そういった中で、いかに定形的なタスク以外の部分に従事する

スキルを身に付けていくかというところが大事だと思います。 

 よく、これが誤解されてしまうのが、水平線より下の職業が要らないように思われてし

まうことがありまして、それは我々が意図したことではありません。むしろ、同じ職業で

あっても、今、農業の中ではセンサーだとか AI だとかロボティクスなどをうまく活用し、

非常に付加価値の高い農業のスタイルに変わっている事例がありまして、私も訪れました

が、本当に今までの農業のスタイルと異なるやり方でやっている農家も増えています。あ

と、建設現場でもアイ・コンストラクションとか、いろいろ進んでいますので、同じ職業

の中でも、スキルアップを通じて、新しい技術を使いこなす能力というのは、最低限必要

になってくると思います。 

 これを言うと、すごく難しいことにように思われるかもしれませんが、私が社会人にな

った頃に Windows というのはなかったのです。インターネットなどはない世界で、手書き

でやっていた時代ですが、今は当たり前のように、今日はたまたま資料がペーパーですが、

ペーパーレスで会議をやったり、自分もパワーポイントなどは当たり前のように使ってい

るので、要するに、そういった基盤を使いこなせるようにはならなければいけないという

意味で、その同じ象限にいたとしてもスキルアップは必要なのだと。どちらかと言えば、

定形的なタスクではなく、非定形的なタスクを行えるような人材の、100 と 0 ではないけ

れども、定形が 6 で創造的なタスクが 4 だったのが、定形が機械が代わってくれることに

よって、3 だとか 2 になって、その分の 7 や 8 を創造的なタスク、あるいは人と接するタ
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スクなどに時間が割けるようになるという意味で、これはポジティブに捉えて、そこを伸

ばすスキルのプログラムが必要になります。単純な AI や IoT の技術を身に付けるだけと

いう意味ではなくてトウゴウチだったり、知能を融合させるような取組だったり、あるい

はクリエイティビティを伸ばすとか、人と接することを得意にするとか、これからはそう

いったところも重要になってくるように思います。後段は私見も入っていると思いますが、

当社の分析の御紹介です。 

○石﨑委員 先ほどの就職氷河期世代の点については座長と同じ意見なのですが、年齢を

限らないということと、3 年間という期間に縛られないということが大事なのではないか

ということです。 

 それに関連して、実は今回御提案いただいた議論すべき事項としてのカテゴリーの仕方

というのも、実は考える必要があるのかなと思っています。つまり、氷河期世代に限らな

いということで言いますと、この政府の対策にも上がっているように、不安定な就労状態、

あるいは長期にわたり無業の状態にある人というカテゴリーが 1 つできることになるかと

思うのですが、実はその中には当然女性も含まれますし、若い人も中高年の人も、場合に

よっては潜在的に障害を持っている人も含まれるのかもしれないことになりますので、1

つの類型として、まずそういう類型があることを前提に、かつ、それに加えて女性である

とか、高齢であるとか、障害者であることによって、特有の課題と言うか、特有のアプロ

ーチが必要なのであれば、それぞれについて計画を検討していくというのがいいのかなと

いうように思いました。 

 また、これまで女性というカテゴリーについていろいろと議論もしてきましたけれども、

実は女性と言うよりは、出産・育児によってブランクがあるということを前提に、これま

で議論してきたところかと思いますし、実はそういった意味でのブランクという意味では、

もしかすると将来的には介護離職で男性がそういったブランクに陥るということもあり得

るわけですので、もちろん、現状では女性がそういった人が多いというのはありますので、

女性というカテゴリーでもいいのかもしれませんが、その辺りの表現には気を付ける必要

があるのかなと思っているところです。 

○武石座長 女性に関しては、先ほどおっしゃったように、根本的な問題で、この能力開

発だけでは対応できない部分で、全体としての問題提起は必要で、その中でブランクがあ

るとか、女性特有のキャリアの中で生じる問題について、能力開発のところでできること

があれば、そこを丁寧に問題提起していくという、2 段構えなのかなと思います。ただ、

そこにはブランクというのは女性だけではないという問題もあるので、そこをうまく整理

していく必要があるのかなと思いました。そこは、また報告書をまとめる段階で御意見を

頂戴したいと思います。 

○武田委員 補足をよろしいでしょうか。 

○武石座長 お願いします。 

○武田委員 ブランクは女性だけではないというのもそうなのですが、育児だけでもない
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というのも 1 つあります。転勤と介護は、これからもっと数が増えてくると思っています。 

○武石座長 全然違う話で、私からも 1 点申し上げたいのですが、今日、個人のスキル開

発だったり能力を高める個人の意欲が重要だというお話がたくさん出ていて、その 1 つの

ツールが、今あるものとしては私はジョブ・カードがあるのではないかと思っています。

先ほど関谷委員はジョブ・カードは普及しているとおっしゃったのですが、200 万ぐらい

なので、働く人から見たら、まだ数パーセントにしか普及していないということで言うと、

普及が非常に低いという気がしています。そのためには、メリット感が必要だと思うので

す。雇う側が、ジョブ・カードを作っていることに対して意義を感じる。職務経歴書を転

職のときは出したりするわけですが、そこにジョブ・カードを作ったらすぐに使えるよう

になると、要は雇う側がそれを使うようになれば、働く人もジョブ・カードを作ろうとい

うインセンティブになっていくと思うのです。ジョブ・カードをどうやって普及するかと

いうこと、今あるツールがうまく使えていないという問題意識から、もうちょっと使える

ようにならないかということが課題としてあるのです。 

 その 1 つのやり方として、先ほど教育訓練給付の話をしたのですが、あのように国のお

金を使う人は、せめてジョブ・カードを作ることを義務化するとかができないでしょうか。

教育訓練給付を受けるような人というのは、自分なりにキャリアを考えて、お金を払って

学校なりに行くという、かなりキャリア意識が高い人たちだと思うので、そういう人たち

がしっかりとジョブ・カードを作っていくということだと、企業の方たちもジョブ・カー

ドというものを認知していくという、うまくジョブ・カードを認知するサイクルを作って

いかないと、せっかくの施策が埋もれていくことになるので、そこの辺りは課題提供させ

ていただきたいと思います。 

○篠崎若年者・キャリア形成支援担当参事官 おっしゃるとおり、ジョブ・カードは企業

に入るときに訓練と絡ませてということはありますし、そういう意味では需給調整の場面

ではあるのですが、企業に入ってしまった後に、人事的なものと絡めて使われているかと

言うと、なかなか普及もしていませんし、おっしゃるとおりメリットも余り感じられない

ということで、入った後はすごく課題があると思っています。 

 一方で、今言ったように、需給調整、ハローワークの場面では活用していますし、今お

っしゃった教育訓練給付の関係で言いますと、給付率が高い専門実践訓練とか、新しく作

った特定一般教育訓練の際には、事前にキャリアコンサルティングを受けていただくこと

にしていて、その際にジョブ・カードを作るということで、よくキャリアを見つめ直して

いただいた上で訓練するというような形では、全てではありませんが、今言った高い給付

率の所にはそういうような形でやっています。 

 ただ、いずれにしても、そこは入る段階とか、行政の施策と絡めてですので、企業の中

で自律的にと言うか、使われるかというのは課題だとは思っています。 

○八木委員 私はここに呼んでいただくまで、ジョブ・カードのことを知らなかったわけ

です。すごく長い間人事をやっているのに、知らなかったのです。そういう自分を恥じて
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いますが、私が会社の中で主導して作ったものは、ほぼジョブ・カードと同じで、これは

ものすごく役に立ちました。 

 ジョブ・カードは素晴らしいものですが、それを権限を持っていない人事担当者の方に

見せても、すぐに導入にはつながらないのです。やはり経営者や人事の責任者に、このよ

うにいいものを厚生労働省主体で作っているということを、直接伝えるだけで、私は一気

に広まる可能性があると思います。 

 ですから、地道な努力だけではなくて、高い立場にいる人をターゲットにしたキャンペ

ーンをされたらどうかなと思います。 

 今、日本の会社で、キャリア、人材の育成、タレントマネジメントという分野で、シス

テムの導入が進んできています。具体的に言うと、SAP のサクセスファクターや、ワーク

デイズが提供しているようなシステムです。そのシステムに、ジョブ・カードに書くよう

な内容を取り込むだけで、一気に広まると思います。既存のシステムの中にある内容より

もいい内容が含まれていたりするので、是非広く展開して、広めていく努力をされたらど

うかなと思います。 

 今では私は、ジョブ・カードをいろいろな人に語るようにしていますが、内容的にはす

ばらしいものだと思うので、もっと広める努力をされたほうがいいと思います。 

○経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課（一般傍聴席からの発言）（聞き取れず） 

○山本キャリア形成支援室長 ジョブ・カード担当のキャリア形成支援室から、八木委員

からも会社内で使われていたものとほぼコンテンツが一緒だということで、意を強くした

ところでもございます。その上で、いろいろと伝道師と言うか、周知していくということ

は非常に大事だなということは非常に思っております。その部分からまず申し上げますと、

例えば先ほど来少しお話申し上げた、キャリア形成サポートセンターですが、これはキャ

リアコンサルティングをかすがいに、労使それぞれにサービスを提供するものですが、例

えば労働者個人の方が御利用になる、例えば中小企業で会社内にキャリアの相談室がない

であるとか、そういう方のための窓口をイメージしたりもしているのですが、そのときに、

在職中の方であれば予約制を取って、夜間にというようにしようと思っていまして、その

ときにジョブ・カードを書いてきてもらうとか、そのようにキャリコンの利用とジョブ・

カードを、もともとキャリコンのツールということでのジョブ・カードの意味合いがある

わけですので、そこは最大限にいかしたいというように展開を考えています。 

 それから、活用の場面ということで申し上げますと、今、訓練の場面ではかなりビルド

インされた形で訓練の前、訓練中、訓練後ということで、ジョブ・カードは能力評価の機

能を帯びているものですので、そこの部分を引き続きやりつつ、需給調整の場面、大学の

教育の場面、職業の起点の部分といった辺りでのジョブ・カードの活用は引き続きやって

いきたいと思っているところです。 

○大久保座長代理 長年ジョブ・カードをやっていますので、一言申し上げたいと思いま

す。ジョブ・カードは基本法の中には、職務経歴等記録書という名前で法律化されている
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わけで、職務経歴を記録するものなのです。ですので、本来は企業の中にいる人たちが、

例えば人事異動するとか、キャリアの研修を振り返りをやるときに、これまでの職務経歴

を 1 回ちゃんとファクトに基づいて記録して、それを会社とコミュニケーションして、そ

の上で展望しようという話なのです。それでセルフキャリアドックのもともとの発想の原

点のようなところがあるのです。 

 ジョブ・カードというものが、もともとの成り立ちから、フリーターの人たちが就職す

るときに作るものというイメージが、いまだに強くて、本来の職務経歴等記録書としての

キャリア形成の役割の部分の意味合いというものが、まだ十分に伝わっていないところが

あるので、その辺りのメッセージをちゃんと出していくことは大事だなと思います。 

○山本キャリア形成支援室長 したがいまして、能力証明、あるいはキャリアプランニン

グツールという建て付けで、コンセプトを明確化しているところです。補足的なことで、

ジョブ・カードを実際に活用されている企業にお聞きしますと、1 つはキャリア面談時の

コミュニケーションツールの 1 つとして、かなり有効だと。もちろん、職務経歴等記録書

ということで、法律上はそういう建て付けですが、そういうコミュニケーションツールと

して有効だという声があります。 

 既に、自社で評価とか人事制度がかなり確立されている企業でも、補助的に、そういう

意味ではアディショナルに使うという例を幾つか聞いております。ジョブ・カード単体で

はなくて、キャリアコンサルティングとセットで取り組まれるというのが、一般的なのか

なとも思っておりますし、そういうように展開していきたいと思っています。 

 結構ジョブ・カードはフォーマット化されています。黎明期から大久保座長代理には携

わっていただいていますが、その 10 年の歴史を重ねまして、フォーマット化、構造化さ

れているというのが 1 つのポイントです。あと、国がやっているということもポイントか

なと思っていますので、そういう面談のプロセスを構造化できるということ、それから、

例えば人事の側、支援者側が面談をやるときにも、ガイド的に、お話の苦手な労働者を相

手にするときも、こういう順に聞いていけば、ある程度面談が構造化されるというような

メリットもあると思いますので、その辺りもメリットとしてより理解されるようにやって

いきたいと思っております。 

○八木委員 過去は未来のためにあるのであって、過去を利用することが大事なのではな

いということです。大久保座長代理が未来の展望のためにとおっしゃいましたが、利用価

値は正にそこです。ですから、過去を記述してありますということではなくて、未来のキ

ャリアを考えるために、自分の過去をしっかりと分析して、その上に、リスキリングなど

大久保さんがおっしゃったことを付け加えながら、未来のためにあるのだという位置付け

をすることによって、ものすごく有効な活用ができるということは付け加えておきたいと

思います。 

○武石座長 いいものなので、是非御活用いただきたいと思います。 

○八木委員 全然別のことなのですが、よろしいでしょうか。 
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○武石座長 はい。 

○八木委員 おっしゃった 3 つのポイントの最後の中高年というのは若者とどこが違うの

ですかということですが、中高年の皆さんは定年があると思っていることです。今はリタ

イアはありません。会社の定年はあるかもしれないけれども、定年で人生は終わらないの

で、定年で人生が終わると思っている人が、まだたくさんいらっしゃるということ自体が

問題です。 

 定年があるということで努力がサチュレイトしてしまっています。そうではなくて、生

涯現役ということが今は望まれている。そのような時代に変わりつつあるのだということ

の理解をまずしてもらわないことには、一生学び続けるという形にならないと思います。

あと 5 年で定年だと思ったら、努力はやめてしまいます。65 歳で仕事をやめた後、まだ

まだ 20 年という時間があるということをしっかり意識させることが大事だと思います。 

○武石座長 時間があるはずだったのですが、時間がなくなってしまいました。これ以外

のことも含めて、何か御意見があればお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。よ

ろしいでしょうか。では、時間になりましたので、以上をもって今日の研究会は終了した

いと思います。次の日程等について、事務局から説明をお願いいたします。 

○廣田政策担当参事官室長補佐 次回の研究会の開催ですが、4 月の上旬で調整させてい

ただきたいと考えております。委員の皆様にはできるだけ速やかに御連絡させていただき

ますので、よろしくお願いいたします。 

○武石座長 では、以上をもちまして本日の研究会は閉会とさせていただきます。委員の

皆様、お忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございました。 


